
 - 1 -

 

平成１８年３月期 第１四半期財務・業績の概況（連結）  平成17年８月12日 
 
上場会社名  ダイコク電機株式会社           （コード番号：6430 東証・名証第一部） 
（ＵＲＬ http://www.daikoku.co.jp） 
代 表 者         役職名 代表取締役社長      氏名 栢森 雅勝 
問合せ先責任者       役職名 取締役総務センタ長    氏名 伊藤 茂年    TEL（0568）88-7111 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項  
①財務諸表等の作成に際して準拠した基準  ：（中間連結財務諸表規則） 
 ・会計処理方法の変更の有無       ：無 
 ・中間決算等と異なる会計処理の有無   ：無 
②公認会計士又は監査法人による関与の有無 ：無 

  
２．平成18年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成17年４月1日～平成17年６月30日） 
   当第１四半期連結会計期間は連結初年度にあたるため、前第１四半期会計期間及び前連結会計年度の記載
は行っておりません。 

   
(1)経営成績（連結）の進捗状況                              （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
18年３月期第1四半期 12,362 － 1,986 － 2,108 － 
17年３月期第1四半期 － － － － － － 
（参考）17年３月期 － －   － － － － 

 

 四半期（当期）純利益 １株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 
18年３月期第1四半期 1,239 － 83 87 － － 
17年３月期第1四半期 － － － － － － 
（参考）17年３月期 － － － － － － 
（注）①期中平均株式数 18年３月期第１四半期 14,783,810株 17年３月期第１四半期         －株 
            17年３月期           －株 
   ②売上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 
 
 
 ［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 当第１四半期におけるわが国経済は、原油価格の高騰が長期化するなど不安要素はあるものの、着実な景

気回復を続けており、雇用情勢や個人消費も改善の兆しが見えてまいりました。 

当社が関わるパチンコ業界におきましては、昨年７月の規則改正によりパチンコ遊技機の多様化が進み、

遊技機の活用いかんによりパチンコホールの差別化が顕著になりつつあります。 

そのような状況において当第１四半期は、情報システム事業では、昨年同様、ホールコンピューティング

システム「Ｃ」の市場での評価が高く、好調な販売が続いております。また、４月に新しく機能アップした

台間取付表示装置プレジャービジョンＰＶ－５５Ⅱは、台データの表示だけでなく、パチンコファンとホー

ルを結ぶ新たな情報伝達ツールとして、高い評価を受けております。その結果、売上高は年初計画を上回る

77億65百万円となりました。 

制御システム事業では、前年同期と比べ表示ユニットの機種数が６機種から４機種となり販売数が減少し

ましたが、売上高はほぼ年初計画通りの45億96百万円となりました。 

 以上により、当社グループの第１四半期業績は、売上高123億62百万円、営業利益は19億86百万円、経

常利益は21億８百万円、四半期純利益は12億39百万円となりました。 
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(2)財政状態（連結）の変動状況                            （百万円未満切捨て） 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
18年３月期第1四半期 48,293 23,424 48.5 1,584 44

17年３月期第1四半期 － － － － 
（参考）17年３月期 － － － －  
（注）①期末発行済株式数 18年３月期第１四半期  14,783,810株 17年３月期第１四半期         －株 
             17年３月期     －株  
   ①期末自己株式数  18年３月期第１四半期          90株 17年３月期第１四半期         －株 
             17年３月期  －株 
 
(3)キャッシュ・フローの状況                                  （百万円未満切捨て） 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

四半期末（期末）残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

18年３月期第1四半期 2,518 △261 △795 14,954

17年３月期第1四半期 － － － － 
（参考）17年３月期 － － － －

 
 ［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
 当連結第１四半期の総資産は482億93百万円となり、その内訳として流動資産は312億７百万円、固定資

産は170億85百万円であります。また、株主資本は234億24百万円であり、株主資本比率は48.5％となり

ました。 

 キャッシュフローにつきましては、営業活動の結果得られた資金は25 億 18 百万円であります。その主な

要因は、仕入債務の減少が22億91百万円および法人税等の支払が22億66百万円ありましたが、好調な税

金等調整前当期純利益が21億９百万円および売上債権の減少が50億52百万円あったことによります。 

 投資活動の結果使用した資金は２億61百万円であります。その主な要因は、保険積立金の解約による収入

がありましたが固定資産の取得による支出が多かったことによります。 

 財務活動の結果支出した資金は７億95百万円であります。これは、配当金の支払いおよび借入金の返済に

よるものです。 

 以上により当連結第１四半期末の資金は、期首の残高より14億61百万円増加の149億54百万円となりま

した。 

 なお、当期より連結財務諸表を作成しておりますので対前年比較はしておりません。 

 

 
３．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 
 

(1)平成18年３月期連結中間業績予想の修正（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 

中 間 期 

（参考） 通   期 

百万円

22,250

47,350

百万円 

2,600 

5,700 

百万円

1,050

3,050
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 206円30銭 
 
 

 （連結中間期） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（平成17年５月13日 発表） 

百万円

20,950

百万円 

1,850 

百万円

830

今回修正予想（Ｂ） 22,250 2,600 1,050

増減額（Ｂ－Ａ） 1,300 750 220

増減率 ＋6.2% ＋40.5% ＋26.5%
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(2)平成18年３月期個別中間業績予想の修正（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 

中 間 期 

（参考） 通   期 

百万円

22,000

46,800

百万円 

2,500 

5,600 

百万円

1,000

3,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 202円92銭 
 
 
 

 （個別中間期） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（平成17年５月13日 発表） 

百万円

20,700

百万円 

1,800 

百万円

800

今回修正予想（Ｂ） 22,000 2,500 1,000

増減額（Ｂ－Ａ） 1,300 700 200

増減率 ＋6.3% ＋38.9% ＋25.0%

（参考）前年同期(平成17年９月期)実績 20,492 2,722 1,488

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在にお
ける仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前

提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては下記をご参照下さい。 
 
 
［業績予想（連結）に関する定性的情報等］ 
 中間業績予想（平成17年４月１日～平成17年９月30日）につきましては、情報システム事業において情

報公開システムのプレジャービジョンが引き続き好調に推移すると思われるため、売上高、利益とも当初予

想を上回る見込みですが、中間決算時にて減損会計処理を行うことなどにより当期純利益が第１四半期実績

よりも下回る見込みです。 
 なお、平成18年３月期通期業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）につきましては、現時点で

は不透明なため、平成17年5月13日に発表しました予想数値を変更しておりません。 
 

 

 

  【見通しに関する注意事項】 
 

 

 

 

 

 本資料中に記載されている市場予測や業績見通しは、当社の経営陣が現在有効な情報に基づき判断したも

ので、その実現には潜在的リスクや不確実性を含んでおり、さらに業績に影響を与える要因はこれに限定さ

れるものではありません。従いまして、諸要因の変化により実際の業績は記載事項と大きく異なる結果とな

る可能性があることをあらかじめご承知おきください。 
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[添付資料] 
 
１.（要約）四半期連結貸借対照表    
 

  (単位：千円)   

 

 当四半期 

(平成18年3月期第１四半期末) 
科     目 

金  額 

（資産の部）  

Ⅰ 流 動 資 産   

１ 現 金 及 び 預 金           14,954,935 

２ 受取手形及び売掛金          10,397,336 

３ 有 価 証 券           14,000 

４ た な 卸 資 産           5,164,541 

５ そ の 他           688,140 

６ 貸 倒 引 当 金           △10,991 

  流 動 資 産 合 計  31,207,962 

Ⅱ 固 定 資 産   

１ 有 形 固 定 資 産             

(1) 建 物           3,732,751 

(2) 土 地          2,696,334 

(3) そ の 他           1,386,487 

 有 形 固 定資産合計             7,815,573 

２ 無 形 固 定 資 産             1,664,505 

３ 投 資 そ の他の資産              

(1) 投 資 有 価 証 券           904,661 

(2) そ の 他          7,762,890 

 貸 倒 引 当 金           △1,061,746 

 投資その他の資産合計             7,605,805 

  固 定 資 産 合 計  17,085,884 

  資 産 合 計  48,293,847 
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                                (単位：千円) 
            

当四半期 

(平成18年3月期第１四半期末) 
科     目 

金  額 

（負債の部）  

Ⅰ 流 動 負 債   

１ 支払手形及び買掛金           14,606,615 

２ 短 期 借 入 金           2,100,000 

３ 
１年以内返済予定の 
長 期 借 入 金           1,650,000 

４ そ の 他           3,031,884 

  流 動 負 債 合 計  21,388,500 

Ⅱ 固 定 負 債   

１ 長 期 借 入 金          3,225,000 

２ 役員退職慰労引当金  192,336 

３ そ の 他          63,818 

  固 定 負 債 合 計  3,481,155 

  負 債 合 計  24,869,655 

（資本の部）   

Ⅰ 資 本 金 674,000 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 680,008 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 22,064,251 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 6,189 

Ⅴ 自己株式 △257 

  資 本 合 計 23,424,192 

  負 債 資 本 合 計 48,293,847 
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２.（要約）四半期連結損益計算書 

                                 (単位：千円) 

当四半期 

(平成18年3月期第１四半期) 
科       目 

金  額 

 

Ⅰ 売 上 高  （ 12,362,315 ） 

Ⅱ 売 上 原 価  （  8,049,264 ） 

  売 上 総 利 益  4,313,050 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  （  2,326,082 ） 

  営 業 利 益  1,986,968 

Ⅳ 営 業 外 収 益 （    159,090 ） 

１ 受 取 利 息 919 

２ 受 取 配 当 金 1,665 

３ 保 険 収 益 金 52,211 

４ 特 許 料 40,080 

５ 不 動 産 賃 貸 料 23,803 

６ 仕 入 割 引 18,923 

７ そ の 他 21,487 

Ⅴ 営 業 外 費 用 （     37,422 ） 

１ 支 払 利 息 27,486 

２ 投資不動産減価償却費 4,540 

３ そ の 他 5,395 

  経 常 利 益  2,108,635 

Ⅵ 特 別 利 益 （     19,371 ） 

１ 固 定 資 産 売 却 益 14,411 

２ 貸倒引当金戻入益 4,518 

３ そ の 他 441 

Ⅶ 特 別 損 失 （     18,734  ） 

１ 固 定 資 産 除 却 損 18,605 

２ そ の 他 128 

税金等調整前第１四半期純利益  2,109,273 

  法人税、住民税及び事業税 911,000 

  法人税等調整額          △41,697 

  第１四半期純利益  1,239,970 
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３．四半期連結剰余金計算書 

                             (単位：千円) 

当四半期 

(平成18年3月期第１四半期) 
科       目 

金  額 

 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  680,008 

Ⅱ 資本剰余金第１四半期末残高   680,008 

  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  21,955,251 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 第１四半期純利益  1,239,970 1,239,970 

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 配当金  887,028  

 ２ 役員賞与  243,942 1,130,970 

Ⅳ 利益剰余金第１四半期末残高 22,064,251 
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４.（要約）連結四半期キャッシュ・フロー計算書 

                          (単位：千円) 

科         目 

当四半期 

(平成18年3月期 

第１四半期) 

 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

1. 税 金 等 調 整 前 第 １ 四 半 期 純 利 益 2,109,273 

2. 減 価 償 却 費 389,125 

3. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ 減 少 額 ） △116,494 

4. 役員退職慰労引当金の増減額（△減少額） △40,603 

5. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △2,584 

6. 支 払 利 息 27,486 

7. 為 替 差 損 益 （ △ 差 益 ） 0 

8.  保 険 収 益 金 △52,211 

9. そ の 他 営 業 外 損 益 △21,822 

10. 固 定 資 産 除 売 却 損 18,734 

11. 固 定 資 産 売 却 益 △14,411 

12. そ の 他 非 資 金 損 益 31,189 

13. 売 上 債 権 の 増 減 額 （ △ 増 加 額 ） 5,052,137 

14. た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( △ 増 加 額 ) △488,065 

15. 仕 入 債 務 の 増 減 額 （ △ 減 少 額 ） △2,291,228 

16. そ の 他 資 産 の 増 減 額 ( △ 増 加 額 ) △18,558 

17. そ の 他 負 債 の 増 減 額 ( △ 減 少 額 ) 468,112 

18. 役 員 賞 与 の 支 払 額 △243,942 

  小                計 4,806,137 

19. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 2,584 

20. 利 息 の 支 払 額 △24,078 

21. 法 人 税 等 の 支 払 額 △2,266,107 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,518,536 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

1. 投 資有価証券の売却・償還による収入 20,000 

2. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △47,325 

3. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △100,582 

4. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 14,798 

5. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △281,250 

6. 保 険 積 立 金 の 解 約 に よ る 収 入 111,389 

7. 保 険 積 立 金 の 積 立 に よ る 支 出 △10,212 

8. そ の 他 31,669 

投資活動によるキャッシュ・フロー △261,513 

  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

1. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △25,000 

2. 配 当 金 の 支 払 額 △770,696 

財務活動によるキャッシュ・フロー △795,696 

  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                     0 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 1,461,327 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     13,493,608 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第１四半期末残高                     14,954,935 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１． 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 １社 

会社名    ＤＩＸＥＯ株式会社 

 

２． 持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

 

３． 連結子会社の四半期決算日等に関する事項 

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの    第１四半期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの    移動平均法による原価法 

 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品   総平均法による原価法 

貯蔵品             最終仕入原価法による原価法 

  

６．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

 

７．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物 (附属設備を除く)については、 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     ５～50年 

機械及び装置 ７～17年 

無形固定資産 定額法 
ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間（３年）、自社利

用分については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
投資不動産等 建 物  定額法 

その他  定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     39～47年 

その他      ６年 

 

８．引当金の計上基準 

貸倒引当金    売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 
退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、第１四半期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、第１四半期末において発生していると認められる額を計上

しております。なお、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過しており、その差額は前払年金費用として計上してお

ります。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞ
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れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく第１四半期末要支給額を計

上しております。 
 
９．リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

10．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を行っております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：金利スワップ取引 
ヘッジ対象：借入金利息 
(3)ヘッジ方針 
ヘッジ取引の管理は、総務センタが担当しており、執行と事務手続きを分離するなどにより、相互牽

制が働く体制をとっております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジの有効性評価は、借入金の金利変動リスクを回避する目的とキャッシュ・フローの固定化を目

的としており、有効性が高いと認めております。 

(5)その他 
取引契約においては信用度の高い金融機関を相手先としており、信用リスクはほとんどないと判断して

おります。 

 

11．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜処理を行っております。 

 

12．第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲   
キャッシュ・フロー計算書における資金 (現金及び現金同等物) は、手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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（セグメント情報） 
 
当第1四半期 （平成17年4月1日～平成17年6月30日）               （単位：千円）      
 

 情報システム事業 制御システム事業 計 消却又は全社 連結 

売 上 高 及 び 営 業 損 益 
 
売 上 高   

 

   

 

 

  

(1) 外部顧客に対する売上高   7,765,497        4,596,817 12,362,315 － 12,362,315

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 － －   －       －       －

 
計 

 
7,765,497 4,596,817 12,362,315

 

 － 12,362,315

 
営 業 費 用 
 

5,633,128 4,196,300 9,829,428

 

545,917  10,375,346

 
営 業 利 益 
 

2,132,368 400,517 2,532,886

 

(545,917) 1,986,968

（注） １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
    ２ 各区分の主な取扱い製品及び商品 

(1) 情報システム事業 ･････ ホールコンピュータ、景品顧客管理システム、情報公開システム、工事収入等 
(2) 制御システム事業 ･････ 表示ユニット、制御ユニット、遊技機に使用される部品等 

    ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（545,917 千円）の主なものは、親会社の総務関

連等の管理部門に係る費用であります。 


